
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　モータによって駆動される移動手段と、この移動手段の実位置と目標位置との関係に応
じて所定周期ごとに前記モータの制御用動作を行う制御手段とを有する位置制御装置にお
いて、
　前記制御手段は、前記実位置が、前記所定周期における前記移動手段の駆動距離に応じ
て前記目標位置を挟んで設定された２つの停止許容位置間にあるときに前記モータへの電
力の供給を停止させ、前記モータへの電力の供給を停止させた後に前記所定周期よりも長
い時間が経過してから前記実位置が前記停止許容位置を超えて前記目標位置側とは反対側
にあるときに、前記モータの再起動用動作を行うことを特徴とする位置制御装置。
【請求項２】
　前記停止許容位置間の距離が、前記所定周期における前記移動手段の駆動距離よりも大
きいことを特徴とする請求項 に記載の位置制御装置。
【請求項３】
　モータによって駆動される移動手段と、この移動手段の実位置と目標位置との関係に応
じて所定周期ごとに前記モータの制御用動作を行う制御手段とを有する位置制御装置にお
いて、
　前記制御手段は、前記実位置が前記目標位置に一致したとき又は前記実位置が前記目標
位置を挟んで直前の周期における前記実位置の反対側にあるときに前記モータへの電力の
供給を停止させ、前記モータへの電力の供給を停止させた後に前記所定周期よりも長い時
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間が経過してから前記実位置が前記目標位置から所定距離を超えて前記目標位置側とは反
対側にあるときに、前記モータの再起動用動作を行うことを特徴とする位置制御装置。
【請求項４】
　前記モータは、前記制御手段の再起動用動作によって前記移動手段を前記目標位置側に
戻す方向に作動することを特徴とする請求項 に記載の位置制御装
置。
【請求項５】
　前記制御手段は、前記再起動用動作を行った回数が所定回数を超えたときは、次回の再
起動用動作を禁止することを特徴とする請求項 に記載の位置制御
装置。
【請求項６】
　前記制御手段は、前記目標位置が変更されたとき又は所定のリセット操作が行われたと
きに、前記再起動用動作の回数をリセットすることを特徴とする請求項 に記載の位置制
御装置。
【請求項７】
　前記制御手段は、前記所定周期ごとに最終目標位置に近づいて設定される中間目標位置
に前記実位置を一致させる制御用動作を行うことを特徴とする請求項１から のいずれか
１つに記載の位置制御装置。
【請求項８】
　前記モータが、電気－機械エネルギー変換素子により振動が励起される振動体とこの振
動体に接触する接触体とを相対移動させる振動型モータであることを特徴とする請求項１
から のいずれか１つに記載の位置制御装置。
【請求項９】
　前記電気－機械エネルギー変換素子に印加する周波信号の振幅を零に設定することで、
前記モータへの電力の供給を停止させることを特徴とする請求項 に記載の位置制御装置
。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、ＦＡ関連のロボットや測量機器のアクチュエータとして用いられるモータ、特
に振動型モータに適した位置制御装置に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
モータには、従来多用されている電磁モータのほかに、電気－機械エネルギー変換素子に
より振動が励起される振動体とこの振動体に接触する接触体とを相対移動させる振動型モ
ータがある。そして、この振動型モータは、特に低速回転時の安定性に優れる等の理由か
らロボットや各種測量機器における移動部材の位置制御用アクチュエータとして用いられ
つつある。
【０００３】
このように振動型モータによって位置制御を行う制御装置としては、特開昭６３－１８９
７４号公報に提案されているように、移動部材の実位置（位置センサによる検出位置）が
目標位置に達したときに自動的にモータへの通電をオフするものや、特開昭６３－１６７
６８１号公報にて提案されているように、オーバーランを予測して実位置が目標位置の少
し手前に達した時点でモータへの通電をオフし、移動部材を目標位置に停止させる装置や
、特開昭６３－２０９４７８号公報にて提案されているように、実位置が目標位置又はそ
の近傍に達したときにモータに逆電圧をかけてモータおよび移動部材を急速に停止させる
装置等がある。そして、モータを停止させたものの移動部材の実位置が目標位置に達して
いなかったりオーバーランしたりした場合は、移動部材の実位置が目標位置に一致するま
で再起動を繰り返すか、そのまま制御を終了することで対処していた。
【０００４】
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【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、移動部材の実位置が目標位置やこれよりも手前の所定位置に一致したとき
にモータへの通電をオフする構成では、制御装置の動作タイミングに関係なく実位置が目
標位置等に一致したときにモータの制御用設定を行えるようにしなければ、動作タイミン
グの合間に実位置が目標位置等を通り過ぎてそのまま停止制御が行われなくなってしまう
という問題が生じる。
【０００５】
また、移動部材を急速に停止させる手法では、移動部材の急減速によって生じる衝撃の影
響で移動部材が振動するため、移動部材の検出位置が実際の停止位置を中心に振動する。
したがって、移動部材が目標位置から外れていると判断されモータが再起動されてしまい
、完全に停止するまでの時間が長くなったり、往復運動を繰り返したりしてしまうという
おそれがある。
【０００６】
　さらに、停止しているときに移動部材に外部から振動が加わった場合、振動型モータの
振動体と接触体との間には相対的な がほとんど無いが、移動部材の検出位置が振動し
て目標位置から外れたと判断されてしまい、モータが再起動されるおそれがある。
【０００７】
また、移動部材のオーバーランが大きいと、目標位置にいつまでも停止することができず
に持続的に往復運動を繰り返してしまうという問題がある。
【０００８】
ところで、位置制御の方法として、移動部材の実位置をいきなり最終目標位置に一致させ
る制御を行わず、最終目標位置に順次近づく中間目標位置を設定し、この中間位置に実位
置を一致させる制御を行っていく場合がある。しかし、この場合に、各中間位置に一致し
た時点でモータが一旦停止してしまうと、最終目標位置に達するまでの移動部材の動きが
ぎこちなくなるという問題もある。
【０００９】
そこで、本願発明は、所定の動作タイミングでの制御用設定により、移動部材を目標位置
の近傍に速やかに停止させることができ、また、移動部材の停止後に外部からの振動によ
る誤動作をなくすことができ、さらには、最終目標位置まで制御目標を順次変更する場合
の移動部材の動きを滑らかにすることができるようにした位置制御装置を提供することを
目的としている。
【００１０】
【課題を解決するための手段】
　上記の目的を達成するために、本願発明では、振動型モータ等のモータによって駆動さ
れる移動手段と、この移動手段の実位置と目標位置との関係に応じて所定周期ごとにモー
タの制御用動作を行う制御手段とを有する位置制御装置において、上記制御手段に、上記
実位置が、上記所定周期における移動手段の駆動距離に応じ、目標位置を挟んで設定され
た２つの停止許容位置間にあるときにモータへの電力の供給を停止させ（例えば、電気－
機械エネルギー変換素子に印加する周波信号の振幅を零に設定する動作）、モータへの電
力の供給を停止させた後 実位置が停止許容
位置 超えて目標位置側とは反対側に ときに、モータの再起動用動作を行わせるよう
にしている。
【００１１】
　すなわち、例えば停止許容位置間の距離を所定周期における移動手段の移動距離よりも
大きくすることにより、まだ停止許容位置間に入っていなかった前回周期（動作タイミン
グ）から停止許容位置間に入った今回周期までの間に移動手段が目標位置を通り過ぎるよ
うな場合や、今回周期では目標位置に達しておらず次回周期では停止許容位置間の外に出
てしまうような場合でも、それぞれ今回周期での停止用動作に基づくモータの停止制御に
よってモータを停止させ、移動手段を目標位置の近傍に確実かつ速やかに停止させること
ができるようにしている。また、本願発明では、モータによって駆動される移動手段と、
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この移動手段の実位置と目標位置との関係に応じて所定周期ごとに前記モータの制御用動
作を行う制御手段とを有する位置制御装置において、制御手段に、実位置が目標位置に一
致したとき又は実位置が目標位置を挟んで直前の周期における実位置の反対側にあるとき
にモータへの電力の供給を停止させ、モータへの電力の供給を停止させた後

実位置が目標位置から所定距離を超えて目標位置側とは
反対側に ときに、モータの再起動用動作を行わせるようにしている。
【００１２】
すなわち、移動手段の駆動速度が高速であるような場合でも実位置が目標位置に達したこ
とを読み飛ばすことなく、また少なくとも実位置が目標位置に到達してからモータの停止
制御を行い、移動手段を目標位置の近傍に確実に停止させるようにしている。
【００１３】
　 各発明において、 後に、移動部材の実位置が停
止許容位置から所定距離を超えて に移動したとき又は

に限りモータの再起動用動作を行うように 、目標位置の近傍（例えば、停
止許容位置間）で移動部材が停止した後、外力等によって移動手段が振動して多少の外側

にずれても再起動を行わず、停止状態を安定的に維持できるよ
うに 。
【００１４】
　 、制御手段が 後、所定周期より
も長い時間が経過してから再起動用動作を行 、停止時のショックにより移動
手段が振動し、この振動により一時的に目標位置から遠ざかったような場合でも、振動が
収まるまでは再起動が行われるのを防止する 。
【００１５】
また、１回の目標位置に対する位置決め制御において、再起動用動作を行った回数が所定
回数を超えたときは、次回の再起動用動作を禁止することにより、モータの通電オフ後の
オーバーランの距離が長いような場合にいつまでも停止と再起動とが繰り返されることを
防止するのが望ましい。
【００１６】
この場合、目標位置が変更されたとき又は所定のリセット操作が行われたときには再起動
用動作の回数をリセットするようにするのが望ましい。
【００１７】
また、最終目標位置が制御目標となる前に所定周期ごとに最終目標位置に近づく中間目標
位置が制御目標として設定される場合には、中間目標位置に実位置を一致させる制御用動
作を行った後に、上述した停止用動作を行うようにして、様々な速度パターンで移動手段
を最終目標位置に近づけることができるようにするのが望ましい。
【００２０】
【発明の実施の形態】
（第１実施形態）
　まず、図２および図３には、本発明の第１実施形態である位置制御装置に用いられる振
動型モータ を示している。この図において、１５は圧電部材（電気－機械エネルギー変
換素子）であり、後述する交流電圧発生手段１１からの９０度時間的位相がずれた２相の
出力電圧がそれぞれ ， に印加される。１６は円形の弾性部材（振動体）であ
り、一方の面には圧電部材１５が固着されており、他方の面には突起が形成されている。
【００２１】
１７はロータであり、弾性部材１６の突起上に不図示の加圧手段によって加圧接触し、弾
性部材１６の振動によって弾性部材１６の外形に沿って回転する。１８はロータ１７の回
転を伝達するための出力軸である。
【００２２】
　さらに詳述すると、圧電部材１５は、図３に示すように複数の電極に分割されており、
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図３の例は圧電部材１５の円形形状に沿って、５つの波が形成されるように圧電部材
の分極方向が１／２波長毎に交互に反転するように決められている。電極区画 ，

は位置的に１／４波長ずれており、これらに上述のように交流電圧発生手段１１から
の９０度時間的位相のずれた２相の出力電圧を印加すると、電極区画 ， に対
応する位置に５次の固有モードの定在波がそれぞれ形成され、この２つの定在波の合成に
よって、圧電部材１５の円形形状に沿って進行する波（進行波）が形成される。そして、
弾性部材１６の突起部によって振動が拡大され、加圧接触されたロータ１７が弾性部材１
６の外形に沿って回転する。
【００２３】
図１には、本願発明の第１実施形態である位置制御装置を示している。なお、この位置制
御装置は、ロボットや測量機器における移動部材の制御装置として用いられるものである
。
【００２４】
同図において、１は前述した振動型モータ、２は振動型モータ１の回転軸と一体となって
回転する送りネジ、３は送りネジ２が回転することで移動するステージ（請求の範囲にい
う移動手段）、４はステージ３の移動を補助するガイド、２４はこれらを固定するための
外枠、５はステージ３の位置を検出するためのリニア・スケール、６はリニア・スケール
５に記録された目盛りを読み取るセンサ、７はセンサ６の出力をカウントして位置情報に
変換するカウンタである。
【００２５】
８はステージ３の停止位置を指令する目標位置発生手段であり、不図示のホストコンピュ
ータからの指令に応じて目標位置を発生している。９は目標位置発生手段８の出力する目
標位置とカウンタ７の出力するステージ３の実位置との差を計算する比較演算手段、１０
は以下で説明する演算及び停止のタイミングを発生するタイミング発生手段、１１は指令
された周波数、位相及び電圧で複数の交流電圧を振動型モータ１に印加する交流電圧発生
手段である。
【００２６】
１２は比較演算手段９の出力に応じてタイミング発生手段１０の出力するタイミング信号
（請求の範囲にいう「所定周期」ごとに出力される信号）、例えば２ｋＨｚのパルス信号
に同期して、振動型モータ１の回転方向や出力する電圧振幅を交流電圧発生手段１１に指
令する演算指令手段である。
【００２７】
１３は交流電圧発生手段１１に対してタイミング発生手段１０の出力するタイミング信号
に同期して所定の位置範囲（請求の範囲にいう停止許容位置間）で停止することを指令す
る停止制御手段である。この停止指令が出力されるのは、比較演算手段９の出力が－ΔＰ
（目標位置とこの目標位置に対して一方の側に設定された停止許容位置との差に対応する
出力）～＋ΔＰ（目標位置とこの目標位置に対して他方の側に設定された停止許容位置と
の差に対応する出力）の間になったときのみである。
【００２８】
　すなわち、比較演算手段９からの出力が－ΔＰ～＋ΔＰの間になると、比較手段
， の出力がＨｉになり、論理積素子（ＡＮＤ） の出力がＨｉになる。そして
、タイミング発生手段１０が出力するタイミング信号に同期してＤフリップ・フロップ

がＡＮＤ の出力（Ｈｉ）を検出してＨｉを出力し、交流電圧発生手段１１に停
止指令を出力する。停止指令を受けた交流電圧発生手段１１は、交流電圧の振幅を零にし
、振動型モータ１の回転を停止させてステージ３を目標位置の近傍に停止させる。
【００２９】
　このように構成された位置制御装置を用いれば、タイミング発生手段１０が発生するタ
イミングパルス信号の立ち上がり時点で、ステージ３が目標位置を中心とした－ΔＰ～＋
ΔＰの範囲に入っていれば モータ１の停止制御を行うので、ΔＰを適当な値（タイ
ミングパルスの周期内でステージ３が移動する距離よりも長い距離に対応する値：例えば
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、１０μｍ）に設定すれば、タイミングパルス間隔が短くなくても又はリニアスケール５
の目盛り間隔が小さくても、ステージ３を目標位置の近傍に確実に、かつ従来のように何
度も停止と再起動とを繰り返すことなく速やかに停止させることができる。
【００３０】
（第２実施形態）
次に、第２実施形態として、第１実施形態の位置制御装置の機能をソフト的に得る場合に
ついて図４に示すフローチャートを用いて説明する。なお、この制御フローは、所定時間
（例えば、１ｍｓｅｃ）毎に不図示のマイコンにより実行され、これは第１実施形態にお
いて演算指令手段１２や停止制御手段１３がタイミング発生手段１０が出力するタイミン
グ信号に同期して動作することと等価である。
【００３１】
まず、目標位置が予め設定されている状態で割り込み信号（上記所定時間ごとに出力され
る信号）が入力されると、ステップ（図では、Ｓと略す）１～４に進んで、カウンタ７を
通じて検出されたステージ３の実位置（１回又は複数回の平均値）と目標位置とを比較す
る。目標位置とステージ３の実位置との差の絶対値がΔＰ以上であれば、ステップ５～８
に進んで、その差の符号によって交流電圧発生手段１１に移動方向を指示するとともに、
その差をゲイン（Ｇ）倍した電圧を出力するように交流電圧発生手段１１に指示する。但
し、交流電圧発生手段１１から出力される電圧は、予め設定された所定の電圧以下となる
ように制限される。一方、目標位置とステージ３の実位置との差の絶対値がΔＰより小さ
ければ、ステップ９に進んで、交流電圧発生手段１１に停止信号を出力する。
【００３２】
　本実施形態によれば、ステージ３の移動速度が速く１回の割り込み周期の間にステージ
３が数カウンタパルス分進んで、前回の割り込み周期から今回の割り込み周期の間に目標
位置を通り越してしまうような場合でも、ステージ３が目標位置を中心とした－ΔＰ～＋
ΔＰの範囲内に入ることによって モータ１の停止制御が行われるので、ΔＰを適当
な値（例えば、１０μｍ）に設定すれば、位置制御プログラムの処理時間が長く割り込み
周期が長くても又はリニアスケール５の目盛り間隔が小さくても、ステージ３を目標位置
の近傍に確実かつ速やかに停止させることができる。
【００３３】
（第３実施形態）
図５は、本願発明第３実施形態である位置制御装置を示している。本実施形態では、停止
制御手段２３の構成が第１実施形態の停止制御手段１３と異なる。
【００３４】
　 は比較演算手段９からの出力をゼロと比較するコンパレータ、 はＤフリッ
プフロップであり、タイミング発生手段１０からのタイミング信号の立ち上がりでコンパ
レータ の出力をラッチする。 は排他的論理和素子（ＥＸＯＲ）で、Ｄフリッ
プフロップ の出力とコンパレータ の出力の排他的論理和をとっている。

はＲＳフリップフロップで、上記タイミング信号の立ち上がりでＳ入力がＨｉならば出
力をＨｉにして交流電圧発生手段１１に停止を指示し、Ｒ入力がＨｉならばその停止を解
除するように動作する。
【００３５】
　ここで、ＥＸＯＲ の出力がＨｉになりタイミング信号の立ち上がりで交流電圧発
生手段１１に停止を指示するのは、Ｄフリップフロップ とコンパレータ の出
力が異なる場合である。
【００３６】
　つまり、コンパレータ の出力は比較演算手段９の出力の符号が正の場合にＨｉと
なり、負の場合にＬｏとなるから、比較演算手段９の出力の符号が変化したときに交流電
圧発生手段１１に停止が指示されることになる。従って、ステージ３の移動速度が速くて
も、目標位置を読み飛ばしてしまうことなく、ステージ３を目標位置に到達させた後に確
実に停止させることができる。
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【００３７】
また、停止しているステージ３を再起動するには、不図示の指令手段からの起動信号をＨ
ｉにして、タイミング発生手段１０の発生するタイミング信号の１周期以上の時間Ｈｉに
保ち、Ｌｏに戻せばよい。
【００３８】
（第４実施形態）
次に、第４実施形態として、第３実施形態の位置制御装置の機能をソフト的に得る場合に
ついて図６に示すフローチャートを用いて説明する。なお、この制御フローは、所定時間
（例えば、１ｍｓｅｃ）毎に不図示のマイコンにより実行され、これは第３実施形態にお
いて演算指令手段１２や停止制御手段２３がタイミング発生手段１０が出力するタイミン
グ信号に同期して動作することと等価である。
【００３９】
まず、タイミング発生手段１０からの割り込み信号によって、割り込み処理がスタートす
ると、ステップ１１～１３に進んで、目標位置とカウンタ７により検出されたステージ３
の実位置との差を演算するとともに、ステップ１４に進んで、演算結果の符号を前回の割
り込み時に演算して記憶した符号と比較する。
【００４０】
符号が同じであれば、ステップ１５～２０に進んで、現在の符号を記憶レジスタに記憶す
るとともに、目標位置とステージ３の実位置との差をゲイン（Ｇ）倍し、２相の交流電圧
間の位相差を交流電圧発生手段１１に指示する。但し、位相差の絶対値は上限が９０°で
あり、それ以上であれば９０°に制限される。
【００４１】
一方、符号が異なっていれば交流電圧発生手段１１に停止を指示する。
【００４２】
本実施形態によれば、振動型モータ１は印加電圧の位相差の方向で回転方向が決まり、位
相差が０°では停止し、９０°では最高速が出るようになっているので、ステージ３は、
目標位置と実位置との差が大きいほど高速度で、小さいほど低速度で目標位置に近づき、
目標位置の近傍にスムーズに停止することができる。
【００４３】
（第５実施形態）
図７には、本願発明の第５実施形態である位置制御装置のうち停止制御手段３３を示して
いる。なお、本実施形態の位置制御手段における停止制御手段３３以外の部分の構成は、
第１実施形態の位置制御装置と同じである。
【００４４】
　 ， ， ， はそれぞれコンパレータで、３３ｃは論理積素子（Ａ
ＮＤ）、 は論理和素子（ＯＲ）である。 はＲＳフリップフロップである。
【００４５】
　コンパレータ ， とＡＮＤ は、比較演算手段９からの入力が－ΔＰ１
～ ΔＰ１の範囲であるときにのみＡＮＤ の出力がＨｉになり、ＲＳフリップフロ
ップ のＳ入力をＨｉにして交流電圧発生手段１１に停止を指示するように構成され
ている。これにより、第１実施形態と同様に、ステージ３の移動速度が速くても、ΔＰ１
を適当な値に設定することで確実な停止動作を実現することができる。
【００４６】
　一方、コンパレータ ， とＯＲ は、比較演算手段９からの入力が－Δ
Ｐ２～ ΔＰ２の範囲から外れるとＯＲ の出力がＨｉになり、ＲＳフリップフロッ
プ のＲ入力をＨｉにしてタイミング発生手段１０からのタイミング信号に同期して
交流電圧発生手段１１に停止解除を指令するように構成されている。これにより、第１実
施形態では、ステージ３が－ΔＰ１～ ΔＰ１の範囲の境界近傍に停止している場合、軽
度の振動でもΔＰ１越えたと判断して モータ１が再起動されることになるが、－Δ
Ｐ２＜－ΔＰ１， ΔＰ１＜ ΔＰ２として、－ΔＰ２， ΔＰ２を適当な値に設定して
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おけば、このようなことがなくなり、停止時の安定性が改善される。
【００４７】
（第６実施形態）
図８には、本願発明の第６実施形態である位置制御装置のうち停止制御手段４３を示して
いる。なお、本実施形態の位置制御手段における停止制御手段４３以外の部分の構成は、
第１実施形態の位置制御装置と同じである。
【００４８】
　本実施形態では、基本的には第５実施形態と同様に、比較演算手段９からの入力が－Δ
Ｐ１～ ΔＰ１の範囲で交流電圧発生手段１１に停止が指示され、比較演算手段９からの
入力が－ΔＰ２～ ΔＰ２の範囲から外れると停止解除が指示されるように構成されてい
る。
【００４９】
ただし、停止が指示されてから停止解除が支持されるまでの時間は、少なくともタイミン
グ発生手段１０からのタイミング信号の１周期分の時間より長く設定されている。
【００５０】
　具体的には、Ｄフリップフロップ ， によってシフトレジスタを構成し、交
流電圧発生手段１１への停止信号をタイミング信号の２クロック分遅延させ、ＡＮＤ

によって２クロック遅れた停止信号とＯＲ からの再起動信号の論理積をとってＲ
Ｓフリップフロップ のＲ入力に入れることで、少なくともステージ３が停止してか
ら２クロック分の時間の間は再起動できないようにしている。
【００５１】
　なお、再起動の禁止時間は、上記シフトレジスタを構成するＤフリップフロップの数を
変えたり、タイマを用いて別途時間を計測して上記遅延時間を設定したりすることによっ

任意の時間に設定できる。
【００５２】
　本実施形態によれば、ステージ３の停止時に発生する機械的な振動が大きくても、この
振動がある程度おさまってから モータ１を再起動するか否かを決定できるので、Δ
Ｐ１、ΔＰ２を比較的小さな値、例えば１０μｍ、４０μｍに設定でき、位置精度や位置
分解能を改善することができる。
【００５３】
（第７実施形態）
図９には、本願発明の第７実施形態である位置制御装置のうち停止制御手段５３を示して
いる。なお、本実施形態の位置制御手段における停止制御手段５３以外の部分の構成は、
第１実施形態の位置制御装置と同じである。
【００５４】
　本実施形態では、第６実施形態のものに加えて、ステージ３の剛性が弱く、制御の安定
性が悪い場合でも確実に停止させる手段として、プリセット可能なダウンカウンタ
を設けている。
【００５５】
　ダウンカウンタ のＬＤ入力には再起動許可信号が入っており、この信号がＨｉに
なると、予め設定されている上限の再起動回数がＤａｔａ入力からダウンカウンタ
に入力される。これにより、＝０出力はＨｉになる。
【００５６】
　比較演算手段９の出力が－ΔＰ２～ ΔＰ２の間に入っていなければ、ＲＳフリップフ
ロップ の出力は、タイミング発生手段１０からのタイミング信号の立ち上がりで、
交流電圧発生手段１１に停止解除を指示する。そして、比較演算手段９の出力が－ΔＰ１
～ ΔＰ１の間に入ると、交流電圧発生手段１１に停止が指示される。
【００５７】
　ここで、ステージ３の剛性が弱くて、停止しても十分に振動が収まらないために、目標
位置との差が－ΔＰ２～ ΔＰ２の範囲から外れ、再度交流電圧発生手段１１に停止解除
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が指令されると、停止と停止解除とが繰り返されることになるが、ダウンカウンタ
のクロック入力に、停止する毎に立ち上がりパルスが入力されて、再起動回数がその立ち
上がりパルスごとに１ずつ減算される。そして、ダウンカウンタ のデータがゼロに
なると、＝０出力がＬｏになる。これにより、ＡＮＤ の入力がＬｏになって、以後
、再起動許可信号がＨｉになるまで再起動が禁止され、停止後の振動によってステージ３
の位置が－ΔＰ２～ ΔＰ２に対応する位置の外に出ても、即 モータ１の再起動が
行われることはなく、停止時の安定性を確保することができる。
【００５８】
なお、再起動許可信号は、図１に示した目標位置発生手段８が発生する位置指令が変化し
たときに発生するように構成してもよい。
【００５９】
（第８実施形態）
　図１０には、本発明の第８実施形態である位置制御装置を示している。本実施形態の位
置制御装置においても、第１実施形態の装置と同様に、目標位置発生手段８が発生した信
号に対応する目標位置とステージ３の実位置との差が、－ΔＰ～ ΔＰの範囲に入ったと
きに停止制御手段６３によって交流電圧発生手段１１に停止が指示され、ステージ３を停
止させる。但し、ステージ３が移動している最中の動作が第１実施形態の装置と異なる。
【００６０】
１９は中間目標位置発生手段である。この中間目標位置発生１９は、目標位置発生手段８
からの目標位置指令が変化した場合に、変化前の目標位置から変化後の最終目標位置まで
の間の中間目標位置を、タイミング信号発生手段１０の出力するタイミング信号に同期し
て最終目標位置に徐々に近付けるよう出力する。
【００６１】
２０はカウンタ７が出力するステージ３の実位置と中間目標位置発生手段１９の出力との
差を検出する比較演算手段である。この比較演算手段２０の出力は、演算指令手段１２に
入力され、演算指令手段１２は、交流電圧発生手段１１の出力電圧を制御して、ステージ
３の実位置が中間目標位置発生手段１９の発生する中間目標位置と一致するように制御す
る。
【００６２】
ここで、中間目標位置を速く最終目標位置に近付ければ、ステージ３は高速で最終目標位
置に向かって移動し、中間目標位置を遅く最終目標位置に近付ければ、ステージ３は低速
で最終目標位置に向かって移動する。このように、中間目標位置の最終目標位置に近づく
速度を代えることにより、様々な速度パターンでステージ３を最終目標位置に向かって移
動させることができる。
【００６３】
　しかも、中間目標位置とステージ３の実位置とが一致しても モータ１の停止指令
は出力されないので、最終目標位置への移動途中で停止と起動とを繰り返すようなぎこち
ない動きをすることなく、最終目標位置までスムーズにステージ３を移動させることがで
きる。
【００６４】
図１１および図１２には、目標位置発生手段８の出力（最終目標位置）が位置Ａから位置
Ｂに変化したときの中間目標位置発生手段１９の出力（中間目標位置）の例を表している
。図１１は中間目標位置（つまりはステージ３）を等速で最終目標位置に近づけた場合の
例であり、図１２は中間目標位置を加減速をして滑らかに最終目標位置に近づけた場合の
例である。
【００６５】
　なお、本実施形態では、交流電圧発生手段１１が出力する電圧の振幅を変えて振動型モ
ータ の回転速度を変化させていたが、代わりに交流電圧の周波数を変えて回転速度を変
化させてもよい。
【００６６】
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　図１３には、交流電圧の周波数と回転速度との関係を示しており、振動型モータ１の共
振周波数（Ｆｒ）より高い周波数域では、共振周波数（Ｆｒ）に近いほど モータ１
の回転速度が速い。従って、電圧振幅を大きくする代わりに、周波数を振動型モータ の
共振周波数（Ｆｒ）より高い周波数域で共振周波数（Ｆｒ）に近い周波数にすれば、

モータ１の回転速度を速くすることができ、電圧振幅を小さくする代わりに周波数を共
振周波数（Ｆｒ）より高い周波数域で共振周波数（Ｆｒ）から離すことによって モ
ータ１の回転速度を遅くすることができる。
【００６７】
なお、本実施形態の位置制御装置に、第３，５，６，７実施形態の停止制御手段２３，３
３，４３，５３を用いても同様の効果がある。
【００６８】
（第９実施形態）
図１４には、第１～第８実施形態における交流電圧発生手段１１の構成例を示しており、
図１５には各部の波形を示している。１１ａは振動型モータ１の固有振動数より高い所定
周波数を発生する発振器、１１ｂは後述するスイッチング素子をドライブするパルス発生
器である。このパルス発生器１１ｂは、図１５に示すように、発振器２１からのＣＫ入力
信号を４分周して９０°の位相のずれたＰ１，Ｐ２のパルスを発生し、Ｄｉｒ信号によっ
て位相を９０°又は－９０°に切り替え、Ｓｔｏｐ信号でゼロにするように構成されてい
る。
【００６９】
　１１ｃは可変電源であり、演算指令手段１２からの電圧指令によって出力電圧が変わる
ように構成されている。Ｐ１，Ｐ２はＭＯＳＦＥＴＱ１，Ｑ２のゲート端子に接続されて
おり、トランスＴ１，Ｔ２の１次側の電流をスイッチングしている。トランスＴ１，Ｔ２

２次側は振動型モータ１の圧電部材 ，１５ｂに接続されている。なお、２次側に
は、１００Ｖ程度の電圧が発生する。また、この電圧は、可変電源１１ｃの出力電圧によ
って変化し、電圧を大きくすることで振動型モータ１が速く回転するように構成されてい
る。
【００７０】
　なお、上記各実施形態では、リニアスケール を用いてステージ３の位置を検出したが
、本願発明では、送りネジ２の回転角を検出するロータリーエンコーダ等を回転軸に直接
取り付けて、ΔＰを１０角度秒等に設定してもよい。
【００７１】
また、本願発明は、ステージ３を不図示の固定台に固定し、外枠２４が振動型モータ１と
一体となって移動する場合にも適用することができ、同様の効果を得ることができる。
【００７２】
【発明の効果】
　以上説明したように、本願発明によれば、

　

【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の第１実施形態である位置制御装置の構成図である。
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振動型
１
振動

型
振動型

の １５ａ

５

モータを停止させた後に、移動部材の実位置
が停止許容位置から所定距離を超えて目標位置側とは反対側に移動したときに限りモータ
の再起動用動作を行うようにすれば、目標位置の近傍（例えば、停止許容位置間）で移動
部材が停止した後、急減速によって生じる衝撃の影響で移動部材が振動しても多少外側（
目標位置側とは反対側）にずれても再起動が行われない構成とすることができる。あるい
は、目標位置の近傍で移動部材が停止した後、外力等によって移動手段が振動して多少外
側（目標位置側とは反対側）にずれても再起動が行われない構成とすることができる。よ
って、停止状態を安定的に維持することができる。

また、モータを停止させた後に、所定周期よりも長い時間が経過してから再起動用動作
を行うようにすれば、停止時のショックにより移動手段が振動し、この振動により一時的
に目標位置から遠ざかっても、振動が収まるまで再起動が行われてしまうことを防止する
ことができる。



【図２】振動型モータの構成図である。
【図３】振動型モータの構成図である。
【図４】本発明の第２実施形態である位置制御装置の制御フローチャートである。
【図５】本発明の第３実施形態である位置制御装置の構成図である。
【図６】本発明の第４実施形態である位置制御装置の制御フローチャートである。
【図７】本発明の第５実施形態である位置制御装置の構成図である。
【図８】本発明の第６実施形態である位置制御装置の構成図である。
【図９】本発明の第７実施形態である位置制御装置の構成図である。
【図１０】本発明の第８実施形態である位置制御装置の構成図である。
【図１１】上記第８実施形態の位置制御装置による中間目標位置の変化を示すグラフ図で
ある。
【図１２】上記第８実施形態の位置制御装置による中間目標位置の変化を示すグラフ図で
ある。
【図１３】振動型モータの周波数と回転速度の関係を示すグラフ図である。
【図１４】上記各実施形態の位置制御装置に用いられる交流電圧発生手段の回路図である
。
【図１５】上記交流電圧発生手段の各部の波形を示すタイムチャートである。
【符号の説明】
１　振動型モータ
２　送りネジ
３　ステージ
４　ガイド
５　リニアスケール
６　センサ
７　カウンタ
８，１９　目標位置発生手段
９，２０　比較演算手段
１０　タイミング発生手段
１１　交流電圧発生手段
１２　演算指令手段
１３，２３，３３，４３，５３，６３　停止制御手段
１５　圧電部材
１６　弾性部材
１７　ロータ
１８　出力軸
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】 【 図 ５ 】
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【 図 ６ 】 【 図 ７ 】

【 図 ８ 】 【 図 ９ 】
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【 図 １ ０ 】 【 図 １ １ 】

【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】 【 図 １ ４ 】
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【 図 １ ５ 】
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